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○調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱 

平成28年１月25日要綱第４号 

改正 

平成28年５月31日要綱第96号 

平成29年３月31日要綱第61号 

平成30年３月23日要綱第21号 

平成30年７月26日要綱第90号 

令和元年７月１日要綱第14号 

令和２年７月１日要綱第90号 

令和３年３月31日要綱第45号 

令和５年６月29日要綱第92号 

令和５年11月30日要綱第140号 

調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱 

第１ 目的 

この要綱は，保育人材の確保及び定着並びに離職防止を図ることを目的に常勤職員が居住する

ための宿舎としての住居の借り上げを行う保育施設等の設置者（以下「事業者」という。）に対

し，当該借り上げに係る費用の一部を補助することにより，その負担を軽減し，もって子育て施

策の充実に資するものとする。 

第２ 定義 

この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 

(１) 保育施設等 市内において都道府県及び市町村以外の者が運営する認可保育所（多摩川保

育園を含む。），認定こども園，認証保育所（東京都認証保育所事業実施要綱（平成13年５月

７日付け12福子推第1157号）に定めた基準を満たし，東京都の認証を受けた保育所をいう。），

地域型保育事業（小規模保育，家庭的保育，事業所内保育及び居宅訪問型保育をいう。），企

業主導型保育事業，定期利用保育事業，家庭的保育事業（都制度）及び病児保育事業（病児対

応型及び病後児対応型をいう。）をいう。 

(２) 常勤職員 次に掲げる要件の全てを満たしている保育従事職員をいう。 

ア 労働基準法施行規則（昭和22年厚生省令第23号）第５条第１項第１号の３の規定により明

示された就業の場所が保育施設等であり，かつ，従事すべき業務が保育であること。 

イ 期間の定めのない労働契約を結んでいる者（１年以上の期間の労働契約を結んでいる者を
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含む。）であって，勤務時間が，当該保育施設等の就業規則において定められている常勤の

従業者が勤務すべき時間数（１か月に勤務すべき時間数が120時間以上に限る。）に達してい

るか，１日６時間以上かつ月20日以上であり，常態的に継続して勤務し，保育施設等を適用

事業所とする社会保険の被保険者であること。 

(３) 保育従事職員 保育施設等に勤務する施設長並びに保育士，保育補助者，調理員，看護師

等をいう。ただし，事業者の経営に携わる役員を除く。 

第３ 補助対象事業 

調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付の対象と

なる事業は，次の各号に掲げる要件に該当する事業（以下「補助対象事業」という。）とする。 

(１) 事業者が設置し，運営を行う保育施設等に勤務する第５の規定に該当する常勤職員の宿舎

とするために，市内に所在する住居（以下第18において「住居」という。）を借り上げること

及びその賃貸借契約が締結されていること。ただし，当該事業者又は当該事業者の役員の親族

等が所有する施設を除く。 

(２) 住居に前号に掲げる常勤職員が居住し，かつ，当該保育施設等に勤務すること。 

(３) 前２号に掲げる要件を満たした日から補助対象事業が終了した日又は当該補助に係る年度

が終了した日までの間（以下「補助金算定期間」という。）に行われる事業であること。 

(４) 第１号及び第２号の規定に該当することを条件に前号の規定に該当する期間支払われた経

費を対象とするものであること。 

第４ 交付対象者 

補助金の交付を受けることができる者は，補助対象事業を行う事業者（以下「交付対象者」と

いう。）とする。 

第５ 補助金算定の対象となる常勤職員 

補助金算定の対象となる常勤職員は，保育施設等に勤務する常勤職員（世帯主又はこれに準ず

る者に限る。以下「補助金算定対象職員」という。）とする。ただし，次の各号のいずれかに該

当する者を除く。 

(１) 平成24年度以前に事業者が借り上げた宿舎に入居している者 

(２) 事業者から住居手当等を支給されている者又は住居手当等を支給されている同居者がいる

者 

(３) 対象月の初日において，第３第１号及び第２号に規定する要件を満たしていない者 

第６ 補助対象経費等 
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補助の対象となる経費は，補助対象事業に要する経費のうち，別表補助対象経費の欄に掲げる

経費（以下「賃借料等」という。）で，市長が適当と認めるもの（以下「補助対象経費」という。）

とする。 

２ 賃借料等のうち，賃貸借契約に基づき毎月支払を要する家賃等の経費（以下「月払金」という。）

については，当該契約において定められた月額を月ごとの補助対象経費とする。 

３ 賃借料等のうち，月払金以外の経費（以下「一括金」という。）については，当該契約におい

て定められた一括金を支払った日の属する年度における補助対象経費とし，当該一括金の額を当

該年度において補助金の交付を受けようとする月数で除して得た額（以下「一括金月額」という。）

を当該年度の月ごとの補助対象経費とする。 

４ 前３項の規定にかかわらず，交付対象者が補助金算定対象職員から賃借料等の全部又は一部を

徴収した場合は，当該賃借料等から当該徴収した額を減じて得た額を実支出額として補助対象経

費とする。 

第７ 補助金の額 

補助金の額は，予算の範囲内において，各月ごとに補助金算定期間内の第６の補助対象経費の

実支出額と別表に定める補助基準額とのいずれか低い額に８分の７を乗じて得た額とする。ただ

し，１の年度において，その額に１円未満の端数があるときは，これを切り捨てた額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，居住した日数が１月に満たない場合及び１月未満の端数がある場合

は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める額を補助対象とする。 

(１) 月払金 月払金の額。ただし，当該月において支払った額が月払金に相当する額に満たな

い場合は，当該支払った額 

(２) 一括金 一括金月額 

第８ 保育従事職員の給与水準 

事業者は，保育従事職員の就業継続に努め，補助対象事業を申請するに当たっては，補助金の

交付を理由として当該保育従事職員の給与及び賞与等の水準を低下させてはならない。 

第９ 交付申請 

補助金の交付を受けようとする交付対象者は，市長が別に定める日までに，調布市保育従事職

員宿舎借り上げ支援事業補助金交付申請書（第１号様式）に，次の各号に掲げる書類を添付して，

市長に申請しなければならない。 

(１) 調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金計画書（第２号様式） 

(２) 調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金居住者雇用証明書（第４号様式） 
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(３) 不動産賃貸借契約書の写し（事業者と貸主の間におけるもの） 

(４) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類 

２ 市長は，前項第３号から第４号までに掲げる書類のうちその内容に変更がないと認めた書類に

ついては，提出を省略させることができる。 

第10 交付又は不交付決定等 

市長は，第９の規定による申請を受けたときは，当該申請に係る書類等の審査及び必要に応じ

て行う現地調査等により，補助金の交付の可否を決定し，調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援

事業補助金交付（不交付）決定通知書（第５号様式）により，当該申請をした交付対象者に通知

するものとする。 

２ 市長は，補助金の交付決定に当たって，必要な条件を付するものとする。 

第11 変更交付申請 

交付決定者は，当該交付の決定を受けた事項を変更しようとするときは，市長が別に定める日

までに，調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助変更交付申請書（第６号様式）に市長が

必要と認める書類を添えて，市長に申請しなければならない。 

２ 第10の規定は，前項の規定による申請に対する決定及び通知並びに当該決定の際の条件につい

て準用する。 

第12 請求等 

第10の規定による通知を受けた交付決定者は，調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助

金交付請求書（第７号様式）により，市長に補助金の支払を請求するものとする。 

２ 市長は，前項の規定による請求を受けたときは，その内容を審査し，交付決定の内容に適合す

ると認めたときは，速やかに補助金を支払うものとする。 

第13 事情変更による決定の取消し等 

市長は，交付決定の後においても，事情の変更により特別の必要が生じたときは，交付決定の

全部若しくは一部を取り消し，又は交付決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することが

できる。ただし，交付決定に係る補助対象事業（以下「補助事業）という。）のうち，既に経過

した期間に係る部分については，この限りでない。 

第14 承認事項 

交付決定者は，次の各号のいずれかに該当する場合は，あらかじめ市長の承認を受けなければ

ならない。ただし，第１号又は第２号に該当するもののうち軽微なものについては，この限りで

ない。 
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(１) 補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

(２) 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

(３) 補助事業を中止しようとするとき。 

第15 事故報告等 

交付決定者は，補助事業の遂行が困難になった場合は，速やかにその理由その他必要な事項を

書面により市長に報告しなければならない。 

２ 市長は，前項の報告を受けたときは，その理由を調査し，速やかに交付決定者に適切な処理を

行うよう指示することができる。 

第16 状況報告等 

市長は，補助事業の円滑かつ適正な執行を図るため必要があるときは，交付決定者に対し，補

助事業の遂行の状況について報告を求めることができる。 

２ 市長は，前項の報告を受けた場合において必要があるときは，交付決定者にその処理について

適切な指示をすることができる。 

第17 遂行命令等 

市長は，交付決定者による報告，地方自治法（昭和22年法律第67号）第221条第２項の規定によ

る調査等により，交付決定者の行う補助事業が交付決定の内容又はこれに付した条件に従って遂

行されていないと認めるときは，交付決定者に対し，これらに従って当該補助事業を遂行すべき

ことを命じることができる。 

２ 市長は，交付決定者が前項の命令に違反したときは，当該補助事業の遂行の一時停止を命ずる

ことができる。 

第18 実績報告等 

交付決定者は，補助事業が完了したとき，補助金の交付を受けた年度が終了したとき又は第14

第３号の規定により補助事業の中止の承認を受けたときは，市長が別に定める日までに調布市保

育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金実績報告書（第８号様式）に次の各号に掲げる書類を添

付して，市長に報告しなければならない。 

(１) 調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業実績報告書（第９号様式） 

(２) 同居者の給与明細書の写し 

(３) 住居借り上げに係る経費支払書（領収書等）の写し 

(４) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類 

２ 市長は，前項第１号から第４号までに掲げる書類のうちその内容に変更がないと認めた書類に
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ついては，提出を省略させることができる。 

第19 補助金の額の確定等 

市長は，第18の規定による報告を受けたときは，その内容の審査及び必要に応じて調査を行っ

たうえ，当該報告の内容が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは，調

布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付確定通知書（第10号様式）により，認められ

ないときは，その旨をそれぞれ当該報告をした交付決定者に通知するものとする。 

２ 交付決定者は，前項の規定により補助金の額が確定された場合において，既に支払われている

補助金の額が当該確定された補助金の額を上回るときは，当該上回る額の補助金を返還しなけれ

ばならない。 

第20 是正のための措置 

市長は，第19第１項の規定による調査の結果，補助事業の成果が交付決定の内容及びこれに付

した条件に適合しないと認めたときは，交付決定者に対し，当該補助事業につき，これに適合さ

せるための措置をとるべきことを命ずることができる。 

２ 第18の規定は，前項の規定による命令により必要な措置をした場合においても，これを行わな

ければならない。 

第21 交付決定の取消し等 

市長は，交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは，第10第１項の規定によ

る交付の決定（第11第２項において準用する場合を含む。）又は第19第１項の規定による補助金

の額の確定に係る決定の全部又は一部を取り消し，当該取消しに係る補助金を既に支出している

場合は，当該取消しに係る補助金の返還を命ずるものとする。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(３) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令又は補助金の交付の決定に基

づく命令に違反したとき。 

(４) 前３号に掲げるもののほか，市長が補助金の返還を必要と認めたとき。 

第22 書類の整備保管 

交付決定者は，補助金及び補助事業に係る予算及び決算の関係を明らかにした書類を整備し，

これを補助事業が完了した日の属する年度の終了後５年間保管しなければならない。 

第23 消費税仕入控除税額の報告 

補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び地方消費税
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に係る仕入控除税額が確定した場合は、遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度６月30

日までに市長に報告しなければならない。ただし、事業者が全国的に事業を展開する組織の支部、

支社、支所等であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部、本社、本所等（以下

「本部等」という。）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部等の課税売上割

合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

なお、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を返納し

なければならない。 

第24 雑則 

この要綱に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成28年１月25日から施行し，平成27年度以後の補助金に係るものについて適用

する。 

（平成27年度の特例） 

２ 平成27年度における補助金算定期間については，第３第３号中「前２号に掲げる要件を満たし

た日から補助対象事業が終了した日又は当該補助に係る年度が終了した日」とあるのは，「前２

号に掲げる要件を満たした日後の平成28年１月１日から同年３月31日」とする。 

３ 平成27年度における一括金に係る補助対象経費については，第６第３項中「当該契約において

定められた一括金を支払った日の属する年度」とあるのは，「平成27年度」とする。 

４ 平成27年度の補助金の交付決定に係る第10第２項の規定の適用については，同項中 

「 ２ 市長は，前項の規定により補助金を交付することと決定したときは，前項の規

定による補助金の交付の決定（以下「交付決定」という。）を受けた交付対象者

（以下「交付決定者」という。）からの請求に基づき，次の各号に掲げる区分に

従い，当該各号に定める補助対象事業の実施月に係る補助金を支払う旨を併せて

通知するものとする。 

(１) 前期 ４月分から９月分まで 

(２) 後期 10月分から３月分まで 」 

とあるのは， 

「 ２ 市長は，前項の規定により補助金を交付することと決定したときは，前項の規

定による補助金の交付の決定（以下「交付決定」という。）を受けた交付対象者」 
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（以下「交付決定者」という。）からの請求に基づき，平成27年度の補助対象事

業の１月分から３月分までの補助金を支払う旨を併せて通知するものとする。 

とする。 

５ 平成27年度の補助金の請求に係る第12第１項の規定の適用については，同項中 

「 第10の規定による通知を受けた交付決定者は，調布市保育従事職員宿舎借り上げ

支援事業補助金交付請求書（第７号様式）により，次の各号に掲げる区分に応じ，

当該各号に定める期日までに，当該区分ごとの補助金の支払を市長に請求するもの

とする。 

(１) 前期 10月５日 

(２) 後期 ４月５日 」 

とあるのは， 

「 第10の規定による通知を受けた交付決定者は，調布市保育従事職員宿舎借り上げ

支援事業補助金交付請求書（第７号様式）により，平成27年度の補助金の支払を平

成28年３月15日までに市長に請求するものとする。 」 

とする。 

附 則（平成28年５月31日要綱第96号） 

１ この改正は，平成28年６月１日から施行する。 

２ 改正後の調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱の規定は，平成28年度以後

の調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金（以下「補助金」という。）に係るものにつ

いて適用し，同年度前の補助金に係るものについては，なお従前の例による。 

附 則（平成29年３月31日要綱第61号） 

１ この改正は，平成29年４月１日から施行する。 

２ 改正後の調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱の規定は，平成29年度以後

の調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金について適用し，同年度前の同補助金につい

ては，なお従前の例による。 

附 則（平成30年３月23日要綱第21号） 

（施行期日） 

１ この改正は，平成30年３月30日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱（以下「改正後の要綱」と
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いう。）の規定は，平成29年度以後の調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金（以下「補

助金」という。）に係るものついて適用し，同年度前の補助金に係るものついては，なお従前の

例による。 

３ 前項の規定にかかわらず，改正後の要綱第２第１号に規定する多摩川保育園及び企業主導型保

育事業に係る補助金については，平成29年４月１日以後の分の補助金に係るものについて適用す

る。 

附 則（平成30年７月26日要綱第90号） 

１ この改正は，平成30年７月27日から施行する。 

２ 改正後の調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱の規定は，平成30年度以後

の調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金（以下「補助金」という。）に係るものつい

て適用し，同年度前の補助金に係るものついては，なお従前の例による。 

附 則（令和元年７月１日要綱第14号） 

１ この改正は，令和元年７月１日から施行する。 

２ 改正後の調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱（以下「改正後の要綱」と

いう。）の規定は，令和元年度以後の調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金（以下「補

助金」という。）に係るものついて適用し，同年度前の補助金に係るものついては，なお従前の

例による。 

附 則（令和２年７月１日要綱第90号） 

１ この改正は，令和２年７月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱の規定は，

令和２年度以後の補助金の交付に係るものについて適用し，同年度前の補助金の交付に係るもの

については，なお従前の例による。 

附 則（令和３年３月31日要綱第45号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年６月29日要綱第92号） 

１ この改正は，令和５年７月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の規定は，令和５年度以後の補助金に係るものについて適用し，同年度

前の補助金に係るものについては，なお従前の例による。 

附 則（令和５年11月30日要綱第140号） 

１ この改正は，令和５年12月１日から施行する。 
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２ 改正後の調布市保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱の規定は，令和５年度以後

の補助金の交付に係るものについて適用し，同年度前の補助金の交付に係るものについては，な

お従前の例による。 

別表（第６，第７関係） 

補助対象経費 補助基準額 

賃借料，共益費（管理費），礼金，更新料 第３第１号の賃貸借契約１件当たり 

月額82,000円 
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第１号様式（第９関係） 
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第２号様式（第９関係） 

 

第３号様式削除 

第４号様式（第９関係） 
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第５号様式（第10関係） 
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第６号様式（第11関係） 
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第７号様式（第12関係） 
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第８号様式（第18関係） 
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第９号様式（第18関係） 

 



18/18 

第10号様式（第19関係） 

 


